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平成２２年における岐阜県内の労働災害発生状況について 
 

建設業での死亡災害が大幅な増加となる 

 
岐阜労働局（局長 矢部憲一）は、平成２２年(１月～１２月）の１年間に岐

阜県内で発生した労働災害の発生状況を取りまとめた。 
 
１ 労働災害の現状 
  死傷災害（休業４日以上の災害および死亡災害の合計）は長期的に減少傾

向にあり（グラフ１）、平成２１年は統計を取り始めた昭和４８年以降、最も

少ない件数となったが、平成２２年は２，１００人となり、１３２人（６．

７％）の増加となった。（表１） 
  また、死亡災害は２４人で前年に比べ２人増加したが、ここ数年は増減を

繰り返している。(グラフ１） 
 
２ 死亡災害の発生状況 
  平成２２年の死亡災害を業種別（表１）にみると、建設業で１１人と最も

多く、次いで商業等の事業５人、製造業４人となり、特に建設業では前年の

４人と比較し大幅な増加となっている。   
  また、事故の型別（表２）では、仮設物、建築物等からの「墜落・転落」

が７人、乗物等による「交通事故」が６人、地山等の「崩壊・倒壊」及び動

力機械等による「はさまれ・巻き込まれ」が各３人となっている。 
 
３ 死傷災害の発生状況 
  平成２２年の死傷災害を業種別（表１）にみると、商業等の事業で７２４

人と前年に比べ９０人（１４．２％）、製造業で７３０人と前年に比べ３９人

（５．６％）などと増加している一方、建設業では１２人（－３．８％）の

減少となった。 
  また、事故の型別（表２）では、「転倒」によるものが４３１人（２０．５％）

と最も多く、次いで「墜落・転落」が３５５人（１６．９％）、「はさまれ・



巻き込まれ」が３４３人（１６．３％）、「切れ・こすれ」が１８７人（８．

９％）となっている。また、年齢別（グラフ２）では、５０歳以上の高年齢

労働者が９６４人（４５．９％）で全体の約半数を占めている。 
   
４ まとめ 
  休業４日以上の労働災害を対象として統計を行うようになった昭和４８年

以降、平成２１年が過去最小となったものの、平成２２年は増加に転じた。 
  このため、今後、岐阜労働局及び県下７つの労働基準監督署においては、

労働災害を着実に減少させるために、それぞれの事業場において、職場のリ

スクを低減させる手法であるリスクアセスメント（職場における危険性又は

有害性の特定、リスクの見積り及びその結果に基づくリスク提言措置）の導

入への指導を図り、安全衛生管理水準を向上させ、誰もが安全で安心して働

ける快適な職場環境の形成を促進することとしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



グラフ１（労働災害の推移） 
 

 
 
 
 
表１（業種別・年別の労働災害発生状況） 
 

 

※労働者死傷病報告による休業４日以上の死傷者数を統計したものです。 
※（ ）の数値は死亡者数を内数で示しています。 



表２ 平成２２年起因物別・事故の型別の死傷災害発生状況 
 

 
 
 
       グラフ２ 年齢別の労働災害発生状況 
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